別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：災害復旧費　項：土木施設災害復旧費　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　目：土木施設災害復旧費
	事業名: 土木施設災害復旧事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　県土整備部　砂防課　災害対策係　電話番号：058-272-1111（内3747）

　　　　　　　E-mail：c11653@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　3,949,449千円（前年度予算額：2,283,437千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（１）災害復旧費（公共事業）
　暴風、洪水、降雨、地震その他の異常な天然現象により被災した公共土木施設を、国の補助を受け復旧する。
◯道路橋りょう災害復旧事業…道路が土砂崩れなどにより通行できなくなった場合に、従前どおり安全に通行できるよう道路や橋を復旧する。
◯河川災害復旧事業…大量の雨により河川の水量が増え、堤防が壊れた場合などに、住宅地等への浸水を防ぐために堤防や護岸を復旧する。
◯砂防災害復旧事業…土石流を防ぐ砂防えん堤などの砂防設備が壊れた場合に、周辺家屋等の安全を守るために砂防設備を復旧する。
　また、平成２４年に発生した災害（過年災）の復旧工事を引き続き行う。
（２）災害復旧費（県単事業）

　暴風、洪水、降雨、地震その他の異常な天然現象により被災した公共土木施設のうち、一箇所の復旧工事に係る費用が１２０万円を超えない場合はその費用に対し国の補助が受けられないため、県単独費により被災箇所の復旧を行う。

（３）災害復旧調査費
　被災した公共土木施設の復旧に際しては、それぞれの現場の被災状況や被災原因に応じた適切な復旧方法を選択する必要がある。そのため、詳細な現地調査や適切な設計書の作成等を、必要に応じて専門知識を有した外部業者に委託して実施する。

	２　所要経費


（１）災害復旧費（公共事業）



道路橋りょう災害復旧費　過年災　　　　267,617千円


　　　　　　　　　　　　現年災　　　1,164,265千円


河川災害復旧費　　　　　過年災　　　　201,837千円


　　　　　　　　　　　　現年災　　　1,527,083千円


砂防災害復旧費　　　　　過年災　　　　113,419千円



　　　　　　　　　　　　現年災　　　　609,128千円

（２）災害復旧費（県単事業）



道路橋梁災害復旧費　　　現年災　　　　　8,500千円



河川災害復旧費　　　　　現年災　　　　　1,200千円


砂防災害復旧費　　　　　現年災　　　　　2,400千円
（３）災害復旧調査費　　　　　　　　　現年災　　　　 54,000千円
	決定額の考え方


現年災について、現時点では災害の規模は不明なことから、例年と同額程度を予算計上することとします。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,283,437
	1,478,961
	0
	0
	0
	0
	0
	706,000
	98,476

	要求額
	3,949,449
	2,590,191
	0
	0
	0
	0
	0
	1,285,000
	74,258

	決定額
	1,586,191
	1,013,898
	0
	0
	0
	0
	0
	497,000
	75,293


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
災害発生後３ヶ年以内で復旧する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	H23年発生災害復旧率

(事業費)
	88.9%
（H23）
	（H  ）
	（H  ）
	100%
（H24見込）
	100%
（H25）
	100％


	H24年発生災害復旧率

(事業費)
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	85%
（H24見込）
	100%
（H26）
	85％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
主な平成24年発生災害

　・凍上災（H24年2月）
　・梅雨前線豪雨（H24年6月～7月）

　・台風４号（H24年6月）

　・台風17号（H24年9月）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　早期復旧を推進することにより、県民の生命・財産の安全及び物資運搬等のライフラインを確保している。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	　県民の生命・財産の安全及び物資運搬等のライフラインの確保のため必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯

	　国の指針では災害発生後３ヶ年以内に復旧することを目標としているところ、ほとんどの箇所では２年以内に復旧を完了している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯

	　国による現地査定に際して、査定設計書の作成の簡略化（あらかじめ国と同意した単価の使用、工種や規格毎に平均的な数量により算定した総合単価の使用等）や、机上査定の採用などにより円滑な査定業務に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　早期復旧を推進することにより、県民の生命・財産の安全及び物資運搬等のライフラインの確保に努める。



